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午前９時58分開会

会議に付した案件

○概要説明

総合政策部

１．運輸部門における二酸化炭素排出量の現

状

２．モーダルシフトの推進

３．公共交通機関の利用促進

県土整備部

１．カーボンニュートラルポートの取組につ

いて

企業局

１．カーボンニュートラルに向けた動き

２．企業局の取組

○協議事項

１．県内調査について

２．次回委員会について

３．その他

出 席 委 員（10人）

委 員 長 安 田 厚 生

副 委 員 長 松 本 哲 也

委 員 外 山 衛

委 員 日 髙 陽 一

委 員 武 田 浩 一

委 員 荒 神 稔

委 員 下 沖 篤 史

委 員 工 藤 隆 久

委 員 岩 切 達 哉

委 員 前屋敷 恵 美

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 重黒木 清

総合政策部次長
河 野 龍 彦

（県民生活担当）

総 合 政 策 課 長 中 村 智 洋

総 合 交 通 課 長 河 村 直 哉

県土整備部

管 理 課 長 鬼 塚 保 行

港 湾 課 長 岩 切 靖 考

企業局

企 業 局 長 松 浦 直 康

副局長（総括） 児 玉 浩 明

副局長（技術） 小 牧 利 一

技 監 （ 技 術 ） 宮 田 晃 尚

総 務 課 長 小 川 智 巳

工 務 管 理 課 長 小 野 一 彦

施 設 保 全 課 長 山 元 孝 訓

発 電 設 備 課 長 松 生 晃

統 合 制 御 課 長 安 藤 忠

経 営 企 画 室 長 西 本 修 一

事務局職員出席者

政策調査課主事 原 田 智 史

政策調査課主査 西 尾 明

○安田委員長 それでは、ただいまからカーボ

ンニュートラル推進対策特別委員会を開会いた

します。

まず、委員席の決定についてであります。

日髙利夫議員の辞職に伴い、委員の皆様の座

席につきましては、ただいま御着席のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 初めに、本日の委員会の日程に
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ついてでありますが、お手元に配付の日程案を

御覧ください。

本日は、執行部を入れ替えての２部制となっ

ております。

まず第１部は、総合政策部から運輸部門の脱

炭素化への取組について、説明をいただき、関

連でカーボンニュートラルポートについて同席

する港湾課に説明をいただきます。

第２部は、企業局からカーボンニュートラル

に向けた働き、企業局の取組について説明をい

ただきます。

その後、委員会の県内調査について御協議を

いただきたいと思いますが、このように進めて

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時０分再開

○安田委員長 委員会を再開いたします。

本日は、総合政策部においでいただきました。

また、関連でカーボンニュートラルポートの

概要説明を頂くため、管理課と港湾課に同席に

いただいております。

執行部の皆様の紹介につきましては、お手元

に配付の配席表に代えさせていただきます。

それでは、執行部からの概要説明をお願いい

たします。

○重黒木総合政策部長 おはようございます。

重黒木でございます。どうぞよろしくお願いし

ます。

本日は、総合政策部から説明するお時間を頂

きましてありがとうございます。

早速でございますけれども、本日御報告させ

ていただく項目でございます。

お手元の資料でございますが、本日は表紙に

ございますとおり、運輸部門の脱炭素化への取

組についてでございます。

この後、担当課長のほうから説明させますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。

○河村総合交通課長 総合交通課でございます。

運輸部門の脱炭素化の取組につきまして、総

合政策部からは、旅客や貨物といった交通や物

流の分野における脱炭素化について説明をさせ

ていただければと思います。

委員会資料の３ページ目を御覧ください。全

体の概況といたしまして、運輸部門におけるＣ

Ｏ２の排出量について御説明を差し上げたいと

思います。

これは、日本全体の動向でございますけれど

も、日本におけるＣＯ２排出量につきましては、

合計10億3,668万トンでございまして、このうち

運輸部門の占める排出量は１億9,180万トン、排

出量全体の18.5％を占めている状況でございま

す。

運輸部門の内訳を見ますと、こちらの右の図

でございますが、自家用乗用車が44.9％と大半

を占めている状況でございます。

また、貨物車につきましても、こちらに自家

用乗用車の下に営業用貨物車、自家用貨物車と

ありますが、こちらを合わせて38.0％と、こち

らも大きな割合を占めているような状況でござ

います。

一方、バス、タクシーですとか、自動車以外

の交通機関に係るものについては、その占める

割合は限定的であるというようなことが、傾向

として分かるかと思います。

続きまして、４ページ目を御覧ください。
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運輸部門におけるＣＯ２排出量の推移を示さ

せていただいております。

こちらも全国の推移でございます。図にあり

ますとおり、排出量につきましては、自動車保

有台数の増加などと比例いたしまして、1990年

代から増加の傾向にありましたが、燃費の向上

等を要因といたしまして、2000年代から徐々に

減少しているというような状況にございます。

なお、直近の動きですが、2020年以降の推移

を御覧いただければと思いますが、若干直近の

状況は増加しておりますけれども、こちらは新

型コロナウイルス感染症の影響によりまして、

急激に落ち込んだ社会・経済活動の正常化に伴

う反動という形で捉えております。

続きまして、次のページ、５ページを御覧く

ださい。

宮崎県における運輸部門の二酸化炭素排出量

を記載させていただいておりますけれども、こ

ちらの円グラフの右側が宮崎県の状況になって

おります。

本県のＣＯ２排出量といたしましては全体

で974万トンとなっておりまして、このうち運輸

部門の排出量としては220万トンと推計されてお

ります。

こちらは全体の22.6％が運輸部門で占めてお

りまして、全国と比較すると、若干運輸部門の

排出量の割合が多くなっておりますけれども、

要因といたしましては、経済構造等もあります

が、自家用車の保有率が高いことなどが要因で

あると考えております。

続きまして、６ページ目を御覧ください。

輸送量当たりのＣＯ２排出量を図で示させて

いただいております。

こちらは国土交通省の資料から引用しており

ますけれども、まず左側の貨物につきましては、

１トンの貨物を１キロメートル輸送する際の排

出されるＣＯ２の量を示しているものでござい

ます。これは営業用貨物車―一番上のトラッ

クに比べ、同じものを同じ距離運ぶのにかかる

ＣＯ２の量として、船舶は約５分の１、鉄道は

約10分の１となっております。

続きまして、右側、旅客の状況については、

こちらも人１名を１キロメートル輸送するとき

に排出されるＣＯ２の量を図で示させていただ

いておりますが、自家用乗用車に比べてバスは

約５分の３、鉄道は約６分の１となっておりま

して、運輸部門において脱炭素化の取組を進め

るためには、貨物においてはモーダルシフトを

進めること、旅客においては公共交通機関の利

用促進を図る必要がございます。これらの取組

について次のページ以降で御説明させていただ

きたいと思っております。

７ページを御覧ください。

既に御案内の内容かもしれませんけれども、

改めてモーダルシフトについて、その考え方に

ついて御説明させていただきたいと思っており

ます。

こちらは上の表現の、文字の中にありますが、

モーダルシフトについては、トラックで行われ

ている陸上輸送から環境負荷の小さい船舶や鉄

道を利用した輸送に転換することでございまし

て、例えば下の図で示させていただいています

が、本県から大阪まで貨物を陸上輸送した場合

のＣＯ２排出量といたしまして、陸上輸送の場

合は約1.8トン、船舶を利用した場合はおよそ５

分の１の0.3トンとなりまして、約1.5トンの排

出量の削減につながるというようなところで、

イメージとしてお示しをさせていただいており

ます。

この1.5トンという量ですけれども、イメージ
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としては一般世帯のＣＯ２排出量の約６か月分

に相当するような量と御理解いただければと思

います。

続きまして、８ページでございます。

モーダルシフトに向けた本県の取組について、

簡単に御紹介させていただきます。

本県におきましては、交通・物流施策を効果

的に展開していくために、交通・物流ネットワ

ーク戦略を策定しておりまして、モーダルシフ

トにつきましても、物流分野における脱炭素化、

あるいは安定輸送の実現に向けた取組を進める

観点から推進を図ることとしております。

総合政策部においては、モーダルシフトによ

る物流の2024年問題対策強化事業におきまして、

海上輸送や鉄道輸送の増加量に応じた支援、新

たにモーダルシフトに取り組む事業者を増加さ

せるためのトライアル輸送への支援、港湾や貨

物駅の荷寄せを進めるための高速道路料金の支

援を行っておりまして、これらの事業によりま

してモーダルシフトを推進しているところでご

ざいます。

続きまして、９ページを御覧ください。

公共交通機関の利用促進に向けた本県の取組

についても、主な取組について御説明させてい

ただきます。

こちらも宮崎県地域公共交通計画というのを

作成しておりまして、同計画に基づきまして地

域公共交通の利用促進等に取り組んでいる状況

でございます。

こちらに主な関連事業を幾つかお示しさせて

いただいておりますけれども、まず１つ目が「バ

ス利用促進強化事業」でございまして、こちら

は今年度から宮崎県バス利用促進協議会を設置

いたしまして、効果的な利用促進策の検討・実

施ですとか、他の交通モードとの結節強化など

の利便性向上に取り組むこととしております。

また、２番目の「九州ＭａａＳ推進事業」に

おきましては、専用のアプリを用いまして、交

通機関等の検索、予約、決済を一括で行うＭａ

ａＳを九州の官民が一体となって全域で推進し

ており、さらなる公共交通の利用促進に取り組

みたいと考えております。

また、６月議会において御説明させていただ

いておりますけれども、「ＩＣカードシステムエ

リア拡大支援事業」におきましても、鉄道にお

けるＩＣカードの利用エリアの拡大を支援いた

しまして、観光客等の移動の円滑化を進めて、

利用促進につなげてまいりたいと考えておりま

す。

続きまして、10ページを御覧ください。

こちらも御説明を御依頼いただいております

ＥＶバス等に関しましても、全国での状況を簡

単に御説明させていただければと思います。

電気で走るＥＶバス等の普及につきましては、

国が定めておりますグリーン成長戦略の中で今

後の方向性も示されているところでございます。

バス等の大型車につきましては、下線部にご

ざいますとおり、大型車については、開発・利

用促進に向けた技術実証を進めつつ、2020年代

に5,000台の先行導入を目指すというところ

と、2030年までに2040年の電動車の普及目標を

設定するというような段階でございます。

現時点での全国の導入台数を見ますと、先進

地ではＥＶバスは252台となっております。全車

両の約0.1％という状況になってございまして、

ＥＶタクシーについては415台、こちらも全車両

のうち約0.2％という状況でございます。

本県の事例といたしましては、新富町におい

て、今年からＥＶバスをコミュニティバスとし

て導入した事例がございますけれども、全国的
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においても普及は初期段階というような状況に

なっているというところでございます。

総合政策部の説明は以上となります。

○岩切港湾課長 港湾課であります。

カーボンニュートラルポートの取組について

御説明いたします。

11ページを御覧ください。

まず、カーボンニュートラルポート、アルファ

ベットの頭文字をとってＣＮＰと言っておりま

すが、これの説明であります。

これは、港を含む周辺の地区において立地す

る企業とか物流の活動に関して、ＣＯ２排出量、

これを削減するという取組を行う港湾のことで

あります。国土交通省が、ＣＮＰの考え方とか

例をマニュアルとして提示しておりまして、全

国の港湾それぞれで、立地企業とか港湾管理者

などが協力して脱炭素化への取組計画を策定し、

公表していくものであります。

次に、ＣＮＰの形成の目的でありますが、資

料の一番上に書いておりますけれども、背景と

しましては、港湾にはサプライチェーンの拠点

かつ産業が集まっている状況にあります。つま

り、港湾は運輸とか製造の活動の場であって、

温室効果ガスの排出量が多い産業が集積してい

るという状況にあります。

このため、臨海部や港湾における産業構造の

転換が進むと、脱炭素化に積極的に取り組む荷

主さんや船社から選ばれて使われていくという

状況になって、国が目標とする2050年カーボン

ニュートラルの実現に貢献することができます。

次に、ＣＮＰが形成されるイメージでありま

すが、具体的な内容については、右側に４つの

色分けで区分しておりますとおり、船舶、水素

等の受入環境の設備、臨海部立地産業等の脱炭

素化、港湾オペレーションの脱炭素化について、

代表的な事例を15個お示ししています。

この事例の中には、ＬＮＧや水素といった言

葉が並んでおりますけれども、例えば臨海部の

工場とか船舶において使用する燃料に、これま

での石炭や石油といった化石燃料から、ＣＯ２

排出量の少ない液化天然ガス、いわゆるＬＮＧ

に置き換えたり、将来的な技術革新が必要では

ありますけれども、ＣＯ２排出量ゼロの水素や

アンモニアといった新エネルギーの転換もイメ

ージされているところであります。

地域経済に影響を与える本県の重要港湾、地

方の重要港湾におきましては、オレンジ色囲み

の真ん中のポツ、太陽光発電の設置や黄色囲み

の一番下、照明のＬＥＤ化、同じく一番上、バ

イオマス発電所の建設などが取り組める内容だ

と考えております。

国際戦略港湾である横浜港、神戸港、国際拠

点港湾である博多港など、日本を代表するよう

な港湾でありますと、新エネルギーに転換する

化学プラントなどの多くの取組が可能かとは思

われます。

資料の12ページを御覧ください。

ＣＮＰを実現していくためには、それを進め

るための組織が必要であります。上の青囲みに

赤文字で書いていますとおり、多岐にわたる官

民の主体が関係するということから、経済的か

つ計画的な取組を進める体制として、港湾脱炭

素化推進協議会を組織して、その推進に取り組

んでまいることとしております。

全国的には６月末の時点で、重要港湾で規模

の大きい125港湾がありますけれども、そのうち

の88港湾、約７割において推進協議会、これが

開催されているところであります。

今後、荷主や物流業界から選ばれる港湾にな

るため、本県の重要港湾についてもこれに取り
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組んでまいります。

左中ほどに推進協議会の体制を図示しており

ます。

臨海部の立地企業、物流事業者、関係自治体

や学識経験者などとともに港湾管理者として地

方公共団体で構成します。

この協議会で、まず港湾脱炭素化推進計画を

作成することとなります。

その計画作成につきましては、下の赤囲みの

中、チェックで５つ示しておりますけれども、

この５つの事項を定めて、このうち３つ目の

チェックにあります「港湾脱炭素化促進事業」

のところで具体的な取組を記載するということ

になっております。

最後に、本県における推進計画作成のスケジュ

ールであります。

右側の青囲みに記載しておりますとおり、本

県の３つの重要港湾のうち特に産業が集積して

いる細島港を先行して実施しておりまして、昨

年11月に協議会を立ち上げて、現在、企業ヒア

リング中であります。

今年度の今後の見込みとしましては、２回の

協議会を開催した上で、港湾脱炭素化推進計画

を作成して公表する予定としております。

また、計画作成後も継続して協議会を開催し

て、計画の進捗や効果、これを検証していく予

定であります。

同様の取組を、今後、宮崎港、油津港につい

ても検討してまいりたいと思っております。

港湾課については以上であります。

○安田委員長 ありがとうございます。執行部

の説明が終わりました。御意見、質疑がござい

ましたら、発言のほう、どうぞよろしくお願い

いたします。

○荒神委員 説明、ありがとうございます。先

ほどの説明の中で、二酸化炭素の排出量が鉄道

においては６分の１だということで、そのこと

によりモーダルシフトといった支援策も考え、

この計画を支援する内容だと思っているんです

けれども、今日の新聞で、海上のほうが黒字で

あるというのも報道されていますが、逆に貨物、

ＪＲというのは大変な状況なのではないかと思

います。その中で県内の鉄道、貨物を利用した

計画は、現在においてどういう貨物の輸送内容

であって、今後どういう計画の中で支援してい

かれるのかを教えてもらえますか。

○河村総合交通課長 正確には物流は、ＪＲ貨

物さんが貨物については対応されておりますけ

れども、物流センサスのほうで、これは国土交

通省の調査で、県内の物流についてどういった

モードが使われているのかというのは実態とし

て調査をいただいております。そのデータを見

ますと、宮崎から、本県発でどれくらいの量が

使われているかといいますと、どうしても陸上

輸送はトラックが大勢を占めていまして、鉄道

については宮崎県発の物流としては0.5％程度の

分担率となっております。なかなかまだ鉄道利

用が、そういった意味では多く使われていない

というところは、現状としてはございます。

将来的にどこまで伸ばすかという計画を具体

的に立てているわけではございませんけれども、

昨今の物流の労働規制の現状もございますので、

どうしても陸送だけで遠方まで運ぶところには、

限界があると考えておりますので、陸送から例

えば船ですとか鉄道に転換した際に、１台当た

り幾らという形で支援をさせていただいて転換

を促すような施策を取っているというのが現在

の状況でございます。

○荒神委員 海上については分かるんですけれ

ども、鉄道においてはやはりコンテナ輸送と
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か、2024年の問題もあったりして全国的には聞

くんですが、この県内で支援すると言われても、

どういう現状があって、どういうことを計画の

中で支援していくというのが明確でないと、絵

に描いた餅かなと捉えるんですけれども、例え

ば貨物コンテナであったら佐土原駅までとか、

いろいろなのがあると思うんですが、その辺を

教えてもらえますか。

○河村総合交通課長 直接的なお答えにはなら

ないかもしれませんけれども、現状の物流に関

する課題として、特に我々が聞いておりますの

は、特にトラック輸送のほうが、どちらかとい

うと小回りも利きますし、経由地で比較的、物

を下ろしたり、ピックアップしたりもしやすい

というところと、あとは時間的にも発車が非常

に融通が利きやすいというところで、そこがや

はり主流になってきているという話は聞いてお

ります。

船も鉄道もそうだと聞いているんですけれど

も、やはりスケジュールの問題ですとか、ある

いは鉄道輸送でいいますと、やはり災害にも非

常に影響をされやすいというところもあって、

自然災害の際に少し不通になったりするような

影響を危惧されているという声も一部聞かれて

はおります。そういった現状についても、少し

研究をさせていただきたいと思っております。

○荒神委員 海上については分かるのですが、

人口減少の中で、ＪＲの存続をと言うのではな

く、やはり活用することが大事なことであって、

今せっかくこのような転換をされる時期であれ

ば、全体的に網羅した、生きた鉄道の活用をい

ただければと思っています。

○下沖委員 今のに関連してなんですけれども、

公共交通を含めたバスとかで貨客混載、荷物と

人を同時輸送するというのも取組が始まってい

るのですが、鉄道でもそれはできないのか。コ

ンテナで運ぶのではなく、海外とかはカーゴに

載せて、次の駅とか目的地までと聞くので、南

北に長い宮崎では空いているスペースを使うな

どの輸送の関係で、鉄道による貨客混載という

取組は検討できないものなのか、教えてくださ

い。

○河村総合交通課長 私も正確に状況を把握し

ておりませんで、例えば、一部の新幹線の中で

少し生鮮物なりを運ぶような実証なり、そういっ

たところは全国の中では一部やっているような

状況は見聞きはしておりますが、それが果たし

てビジネスとしてしっかり回っていく状況かと

いうと、なかなか課題も多いという話は聞いて

おりますので、少し研究はさせていただきたい

とは思っています。

○下沖委員 全国決まりきったことではなくて、

宮崎だからできることというのがあると思いま

す。その辺を輸送業者の方たちとも話をして、

そのような使い方など、いろいろ想定できない

のか模索して、宮崎からいろいろ発信できたら

と思いますので、お願いします。

あとは宅配ボックスです。宮崎の普及率はど

の程度ですか。モーダルシフトを推進するとき

に、やっぱり一番問題になってくるのが、受け

取りですね。ここをどうしていくのか。

あとは、今、時間指定とか日にち指定とかあ

るじゃないですか。なるべく早く届けないとい

けないという時代の状況なんですけれど、これ

を別にそんな焦る必要があるのかですよね。Ａ

ｍａｚｏｎとかでいろいろ買ったとしても、あ

した、あさってまでにつかないといけないとい

う緊急性のあるものなのかどうかです。

ただ、人々の意識も変えていかないと、この

輸送問題って解決しないと思います。今の自分
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たちの都合のいい、利便性だけを求めるのでは

なくて、不便さも少し増やしていかないと、輸

送業態に合わなくなってきているのではないか

と思うんですが、その辺を県としても運動とか

かけられないのか、教えてください。

○河村総合交通課長 申し訳ありません。宅配

ボックスに関するデータは、把握しておりませ

んけれども、全国的には再配達率というのは約10

％前後で、一時期よりはかなり低下はしている

というような状況は、データとしては示されて

いる状況です。

本県としても、やはりこれは物流政策全体の

一環ではありますけれども、置き配ですとか、

県民向けのＰＲという意味では、ＣＭを打った

りとか、そういったところはさせていただいて

いる状況ではあります。

○下沖委員 日本全体で人の意識とかを変えて

いくというのは難しいと思うのですけれど、宮

崎の中で、そういう輸送に優しい、自分たちが

サービスを受ける側としても、トラック、運送

業者にも優しい取組というのを提案したり、実

証実験していって、全国に広げていくのもあり

かなと思いますので、その辺も今後検討してい

ただけたらと思います。

○工藤委員 １点お伺いしたいのが、９ページ

です。ＩＣカードシステムエリア拡大支援事業、

こちらは今回ある程度広げたと思うんですけれ

ど、ここに載っているということは、今後も広

げる予定はあるんですか。

○河村総合交通課長 ６月の審議の際にも、同

じような御意見も頂いておりますので、基本的

には今回の導入拡大というのは、宮崎市を含め

て地元の自治体の主導というところも多々あっ

たところですので、地元の御要望も踏まえなが

ら引き続き検討していきたいと思っております。

○工藤委員 カーボンニュートラル推進対策特

別委員会で交通機関の利用促進で載せているの

であれば、しっかり広げていただきたいと思い

ます。

あともう一点、同じく９ページでバス利用促

進強化事業、これは多分、今年度はイベントと

かでバスを使っていただくことが主になってく

ると思うのですが、４ページにあるように、自

家用乗用車を多分使う人がかなり多いというこ

とであれば、市町村をまたぐようなバスも大事

だと思うのですが、自家用車を自分の足として

使っている方の地域の足として、コミュニティ

バスなどにどう支援していくかが、自家用車を

今後減らしていくことにつながると思います。

地域の方から聞かれるのが、免許証を返納し

たら逆に不便になったという声を聞くので、周

りの方には免許は返納するなというように言っ

ている老人会とかの方もいらっしゃるのです。

なので、県が関わるかどうか分からないです

が、減らす方向でいけば、コミュニティバスを

支援することによって、高齢者を含めて公共交

通を整えるところでいけば、今ではコンビニに

行くのにも宮崎県は、基本は車を使いますので、

そういうところで、地域の足となるコミュニティ

バスとかのほうが効果があるのではないかと考

えますが、県として、コミュニティバスなどの

連携も入れて考えていただきたいと思っている

のですが、取組をお伺いしたいと思います。

○河村総合交通課長 基本的には県の目的とし

て置いているのは地域間幹線を利用活性化する

というところが、本来の目的としてはあると思っ

ています。

その上で、この利用促進協議会については、

圏域ごとの部会も設けまして、その中で市町村

の交通担当の方、あるいは宮交以外の事業者も
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含めて、利用活性化策について、それぞれの地

域ごとに考えていただこうというような議論も

今後していく予定です。

今回、７月にアンケートを県民の方に取らせ

ていただいて、その結果も踏まえながら、利用

促進をそれぞれの地域で考えていただくととも

に、今回、コーディネーターを入れて、全国の

事例を含めてさまざまな利用活性化策を提案し

てもらおうと思っています。

そこは、幹線だけではなく、地域のコミュニ

ティバスの利用活性化にもつながるものだと

思っていますので、そういうノウハウの共有と

いったところもやっていきたいと思っています。

個別のコミュニティバスについて、県として

関わるというところはなかなか難しいのですが、

そういったノウハウ面ですとか、全体の利用活

性化策の中でサポートをしていきたいというと

ころは考えております。

少し質問の趣旨から外れるかもしれませんが、

自家用車の観点でいいますと、地域交通への転

換という意味でいうと、どうしても限界がある

とは思っています。利用状況自体も、利用者数

はコロナもあって減少傾向にありますので、そ

ういった意味で、我々の計画の中ではコロナ禍

前に戻すという目標は掲げておりますけれども、

ＣＯ２の削減という面でいいますと、やはり乗

用車そのものが、ＣＯ２排出量の少ないＥＶで

すとかハイブリッドといった車種に変わってい

くということのほうが、よりインパクトは大き

いというように考えています。

○工藤委員 やっぱり自家用車を減らすという

流れもつくっていっていただきたいと思います

し、ライドシェアもやっと観光地を超えて、中

山間地域も考えていただけるようになっている

と思いますので、その辺も含めて公共交通など

が、ＣＯ２を減らすというところですごく役に

立つのではないかと思います。

あとは、逆に本数を増やしたほうが利用する

のではないか。今、減らす方向に行っています。

昔、宮崎から延岡は直通があったと思うのです

けれども、自分も７年ほど、バスは利用したこ

とがありません。それだけ本数が少なかったら

不便なので、利用者が少ないから本数減らすの

か、利用者が少ないから本数増やしてしっかり

利用してもらうのか、減らす方向ばかりで考え

るのではなくて、しっかり利用する側の便利さ、

利用する側の意見も踏まえて考えていただきた

いと思います。よろしくお願いいたします。

○日髙陽一委員 ４ページですが、カーボンニュ

ートラルということで、二酸化炭素の排出量が

減っているのだというところで見たところであ

ります。自家用車はこんなに減っているんです

けれど、この一番下の紫の部分はあまり減って

いないなという中で、10ページでありました大

型の車も、2020年代に5,000台の先行導入を目指

すとあります。大分でもグリーンスローモビリ

ティーというのが令和４年から動いているので

すが、新富町に関してのＥＶ導入バスというの

は、先でどのように活用していくのかというと

ころ、これがどんどん増えていくのかどうかと

いうところを聞かせいただきたいと思います。

○河村総合交通課長 新富町がどう活用される

かは、そこまでは申し訳ないのですが、聞いて

はいないんですけれども、やはり試行的な意味

合いも非常に強いものだとは思っています。

やはりＥＶバス、この事例も含めて、県外の

事例も幾つかお話を聞くと、やっぱり航続距離

の問題がまず一つあるのと、充電設備について

も追加で費用がかかると、バス自体も高いとい

う状況もあります。それに追加して整備の人材
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の問題もありますので、課題が非常に多岐にわ

たる状況ではあると思います。

この新富町のケースも、我々も研究をさせて

いただいて、県内でどうするかというのは少し

勉強したいなと考えてはいるところです。やは

りコスト面というのはまず最初にどうしてもぶ

つかってしまう問題ではございます。

○日髙陽一委員 いろんな課題があるというの

は分かります。車もそうですけれども、これか

ら電気自動車というのがどんどん増えていく中

で、県庁も企業局の奥に新しく駐車場を造られ

てということでございますが、やっぱり電気自

動車が増えていく中で、充電というのが大きく

課題になる中で、例えば熊本や福岡が太陽光で、

駐車場を造ったりなど行っているわけですけれ

ども、県内でも充電器、充電できる場所を増や

していくという動きは、もう既にある状況なの

でしょうか。

○河村総合交通課長 そういった状況について

は、総合交通課のほうで把握をしている状況で

ございます。

○工藤委員 海上輸送でコンテナというところ

が今後大事になってくると思うのですが、コン

テナはいろいろ何か今開発をされているとお伺

いしておりまして、もちろん冷暖房入りのやつ

もありますし、宮崎県だと生鮮食品を、野菜と

かをお送りすることも、コンテナを今後利用し

ていくというところで、酸素濃度を下げて、呼

吸をさせないことによって生鮮が保たれる。ど

うしても海上輸送だと日数がかかりますので、

そのようなものを宮崎では使われたりされてい

るのですか。

○河村総合交通課長 確かに技術開発は進んで

おります。県下の状況については、具体的にど

れぐらいの活用があるかというところは、把握

しておりませんが、宮崎カーフェリーも電源が

使える台数というのも新船にて増やしてはおり

ますので、そういう鮮度の高い状況で運べる素

地といいますか、そういったところは、確実に

整備はされている状況であると思っております。

○武田委員 ゼロカーボンに向けて、宮崎県が

やれることは限られていると思うのです。人口

分散ですよね。結局、ＪＲにしてもバスにして

も、人口が少ないところは走れなくなっている。

移動したくても、推進したくてもできない状況

が続いているので、人口分散をきっちり国でやっ

てもらえば、東京、大阪に農産・畜産物を運ぶ

量も減ると思います。九州管内、宮崎県内であ

る程度完結するような状況をつくっていただか

ないと、各県でこうやって国からいろいろな補

助金を頂きながら事業をやっているのですけれ

ど、結局、基本的な問題を解決していないので、

後からつけて一生懸命頑張ってもなかなか結果

が出ない。

先ほどコミュニティバスの話も出ましたけれ

ど、コミュニティバスは、うちの実家は週に１

便なんです。１日１便じゃなくて週１便ですよ。

そういう状況のところで、これを２便にしても

使えないんです。うちの父は、よく空気を運ん

でいると最初は言っていました。今は車に乗れ

ない状態なのですが、車に乗れないということ

は、逆に言うと、ある一定の方は体が動かなく

なってくるので、コミュニティバスにも乗れな

いのです。

だから、根本的に人口分散を国がやっていた

だきたいです。私は串間ですが、串間では、宮

交バスは市内を走っていません。都井、市木ま

でです。日南、南郷から入ってくる便があるだ

けです。だから、もう人口がいないから、宮交

さんとしても難しいわけです。だから、コミュ
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ニティバスをしているのですけれども、コミュ

ニティバスもほとんど人は乗ってない状況です。

そういうところにお金を投資しているのが、全

国各地で行われていると思うのです。

私はもう公共のＪＲであるとか、鉄道、バス

を使えばいいと思うのですけれど、そのために

は基礎的な人口がいないところはもう車でしか

動けないし、高齢になっても免許は離せないと

いう状況が続いているので、根本的なところを、

宮崎県で一生懸命頑張っていただきたいのです

が、国にもっと真剣に、10年後、20年後、100年

後の日本をどうしていくのかということを考え

ていただくような施策をされてはいますが、地

方からもっとしていただきたいと思うのですが、

その辺について、課長は何か考えがあります。

○河村総合交通課長 非常に答えづらい質問で

ありますけれども、当然、東京一極集中からの

分散というところは政策としても進めなければ

いけないと思っていますし、人口減少にどのよ

うにつながっていくかというところは、各地域

の課題でもあると思っています。

もう一つの流れとして、国土交通省サイドで

進めているのは、人口が減る中でそれに合わせ

ていくためには、まち自体をコンパクトにして、

拠点に集約をして、そこをつなげていくような

施策というのが必要だというところで、私ども

は交通の部門ですので、拠点間をつなぐという

意味で、幹線系統を含めて支援をさせていただ

いております。別途まちづくりの部門では集約

化を進めていくような制度もありますが、強制

的に移住をさせる制度ではないので、そういっ

たところはできないので、徐々にそのような考

え方といいますか、施策も並行して進める必要

があるとは思っています。どうしても現状を見

ますと、なかなか難しいというのは私としても

感じているところであります。

いずれにしても、末端のラストワンマイルと

いう意味では、どうしてもそれだけで黒字にな

るというのはまずあり得ない状況ではあるので、

地域ごとに模索していくしかないというところ

は、どうしても現状としてはあるとは思ってい

ます。

○武田委員 県内の26市町村が単独でいろいろ

やっていくことは、本当に厳しい状況で、単純

に合併していけばいいのかというのも、それだ

けではないというのが現状でもあるのですけれ

ども、県が主導をして、地域間に入っていただ

きたい。私が前から言っていたのは、各市町村

にあるコミュニティバスをうまくつなげて移動

するとか、そういうことも考えていただく。例

えば串間から日南の県病院に行こうと思ったら

ＪＲしかないわけです。時間帯が合わない人は

もう乗れないということになりますので、そこ

をコミュニティバス等とつないでいただいて、

宮崎市とか都城市、延岡市は、その地域で、コ

ミュニティバスもある程度乗っていらっしゃる

でしょうし、宮交さんも動いています。鹿児島、

熊本、福岡にも高速バス、連結できるバス等も

あるのでしょうが、県としては、そういう地域

の条件不利なところをしっかりと目を配ってい

ただく政策をしていただきたいなと思っていま

すので、よろしくお願いします。

○前屋敷委員 二酸化炭素の排出量をどう減ら

していくかというのは、本当に喫緊の課題で、

地球温暖化をいかに食い止めるかという点では

大きな役割を果たすことになりますので、私た

ちは家庭生活でも重要な取組をしなければなり

ませんし、また、地方自治体においてもその取

組は重要だと思います。

それで、今日資料をお示しいただきまして、
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モーダルシフトですけれど、１台が1.5トンの削

減になるということで、一般世帯のＣＯ２の排

出量の約６か月分に相当するという点では、非

常に大きな役割を果たすということで、改めて

この重要性というのを認識をしたところです。

それで今、カーフェリーの利用状況が新しく

なったりして、かなり注目も浴びているところ

なんですけれど、一般のトラックや旅行客の乗

用車なども、かなり今増えてきている状況だと

思うのですが、今の現状ではどのような状況で

しょうか。

○河村総合交通課長 宮崎カーフェリーについ

ては、現状の利用状況でいいますと、令和５年

度の実績で約６万9,000台の御利用を年間で頂い

ている状況でございまして、令和４年度からの

１年間で約8,000台の増加しているという状況で

ございます。

○前屋敷委員 プラスですね。相当なＣＯ２の

削減に効果を上げていると思いますので、より

一層力を入れていただければと思います。

それから、ＥＶ自動車の点なのですが、バス、

タクシーのところの資料がありますが、県内で

の実績は今どういう状況ですか。新富町は導入

がありますが、宮交さんだったりというところ

では実態はどうですか。

○河村総合交通課長 この統計のデータ自体が、

令和５年の３月末現在の数字になっております。

その時点でいいますと、県内は両方ゼロ台とい

う形になっていまして、それ以降の動きとして

私どもが把握しているのは、バスについては新

富町の１台でございます。タクシーにつきまし

ては、県内で５台の導入実績があると聞いてお

ります。

○前屋敷委員 やはりここをいかに広げていく

のか。バス、タクシーのみならず、自家用車も

含めて、電気自動車、ＥＶ車というのを増やし

ていく必要があるのではないかと思います。特

に宮崎は、車がないと日常生活が成り立たない

というようなことで、家庭に１人１台の車とい

うのがほとんどだと思います。先ほど、お話が

ありましたように、高齢者の方々が免許返納す

るという動きもありますけれども、お勤めの方

は、若い方も含めて、非常に車の台数が多いと

いう点では、宮崎は相当二酸化炭素の排出量が

増えている状況だと思うのです。日常的に使う

ものからしっかり目を向けていく必要がありま

すし、しかし、ＥＶ自動車、ハイブリッドとい

うと、相当な価格が伴ってきますので、そのあ

たりをどうするかということも今後の課題だな

と思います。そういったところも新たな施策の

方向で、国もそうですけれど、県としても、併

せて取組をつくっていくということが必要かと

思いますので、私どもも具体的な提案をしたい

とは思いますが、よろしくお願いしたいと思い

ます。

○河村総合交通課長 ありがとうございます。

先ほど途中の議論でも申し上げましたけれども、

国が定める地球温暖化対策計画というのがあり

ます。そこの中には、具体的に2050年の目標と

いうのも掲げられていますけれども、部門別の

具体的な取組の中でどれだけ削減していくかと

いう、目安といったところも別表の中で記載さ

れているのですが、やはり乗用車の部分の割合

というのは、運輸部門の中でも乗用車の電動化

により、普段使うもののＣＯ２が減るという意

味では、非常に大部分を占めておりますので、

そういった取組の中で、国の補助金の制度も導

入についてありますし、商用車についても国の

補助金というのがかなりの額で措置をされてい

ると聞いております。こちらは業界の声もあっ
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たと聞いておりますが、そういったところは、

ぜひ国の支援というところを求めていくことは

必要かなと考えています。

○岩切委員 11ページの御説明に関して御質問

させていただきますが、11ページの下のポンチ

絵の右手のほうに、水素等の受入環境の設備と

いうのがあります。これは、日本中のいろんな

港に関してのイメージだと思いますが、脱炭素

ということで、アンモニアや水素に切り替えて

いくというのは日本の大きな戦略だと思います。

いち早くそういう設備が設置されることが、地

域間競争、港同士の競争に勝っていくために必

要な状況になると思うのですけれども、宮崎の

港において、この設備を早く設置しようとする

動きがあるのか、それとも、新しいエネルギー

は別の港に任せようという空気なのか、そのあ

たりをお聞かせいただけませんでしょうか。

○岩切港湾課長 水素に関するような設備の御

質問でありますけれども、非常に最先端の技術

を用いるということで、日本の中でも東京湾や

大阪湾のようなすごく国際的に競争するような

港、そこでの検討が進められている。一部試験

的に造っているところはあるようです。国際戦

略港湾という、日本に５つしかありませんけれ

ど、そういったところでの検討ということで、

そのほかの地域にすぐに広まっていくというの

は非常に厳しい状況にあると思います。

それを公的に整備をしていくというのは、そ

れを造ったとしても、それを使う船であるとか、

いろいろな企業などが存在するということが必

要な条件になってきますので、そのような状況

を見ていきながら考えていくことなのかなと考

えております。

○岩切委員 おおよそそういうことだろうと

思っているのですが、そうすると、宮崎の港湾

の力量からして、この11ページで検討される内

容は、どのレベルまでを想定して、各地の３港

湾での協議会が議論されていくという流れにな

るのか。

それと、お願いで申し訳ないのですが、今の

状況から脱却をしていこうというようなものも

議論されるとうれしいなと思うのですけれど、

そういう意味で、水素や新エネルギーに関して

は、大きな港湾じゃないと無理だということで

終わるなら、そのほかの課題について、例えば

バイオマスに関しては宮崎で頑張ろうじゃない

かとか、戦略的な目標をこの宮崎県内の港湾は

持って議論されているのか、そのあたりを教え

てください。

○岩切港湾課長 県内における取組、ここにポ

ツで15個くらいお示しをしていますけれども、

いろんな建物への太陽光発電の設置とか、埠頭

用地とかの照明をＬＥＤ化するとか、いろんな

事業所の室内をＬＥＤ化する、そういった取組

はあろうかと思います。

先ほどお話しにありましたバイオマス発電に

つきましては、細島港で中国木材さんがもう既

に２基設置をしているという状況、あと今年の11

月にバイオマス発電所、大阪ガス等を中心とし

たところが稼働を開始するという状況がありま

すので、そういったところの先進的な取組を見

ながら、ほかのところでも企業さんが興味を示

して取り組んでいく流れになるかと思っており

ます。

○岩切委員 全国の中では小さい港が３つ、そ

れでも３つということで厳しい議論はあると思

うのですけれど、できることを一歩前進するた

めにというような視点で検討いただけるとあり

がたいなという思いで発言しました。新エネル

ギーに関しては、確かに都市部でということが
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先行するとは思うのですが、田舎ならではとい

うようなものを議論・検討いただけるとうれし

いなと思います。よろしくお願いします。

○外山委員 ＥＶのことですけれど、なかなか

普及しないのは、インフラが整わない、充電器

と、あとはバッテリーに不安があるとか、航続

距離に不安があるということなんです。日本の

場合いろいろなことが極端過ぎて、今回、航空

燃料が足らないとか言い始めたでしょう。原因

は2024問題だとか、国の方針がそっちばかり傾

注して、極端なことをやり過ぎるものだから、

こういう問題が発生したりする。もうちょっと

緩やかに、できないものかと思いますね。

今度、アメリカ大統領がトランプに替われば、

これはまたがらっと変わると思いますよ。アフ

ターコロナじゃないですが、アフターバイデン

を国が考えないといけないですね。そんなこと

を考えたりします。

余計なことだけれども、幼稚園も、足りない

と言って、かつて国会でも大もめなって、補助

を出して、やたら枠を増やしたところ、今４割

が余っているのでしょう。─待機児童の頃か

ら４割が過剰になっているという報道がありま

したね。だから、日本のやり方は右向け右のや

り方になっていると思います。

○重黒木総合政策部長 カーボンニュートラル

もそうですけれども、2024年問題への対応とか、

そういった規制と産業振興の在り方、あるいは

保育園も含めた、県民、国民の生活の在り方の

バランスをどう取っていくのかというところだ

と思っております。

我々もそこは忘れてはいけない視点だと思っ

ていますので、引き続きこういった取組をする

に当たっては、いろいろな業界団体の方々、地

域の方々のお話をしっかり聞きながら、必要な

施策を考えていきたいと思いますので、引き続

きどうぞよろしくお願いします。

○安田委員長 ありがとうございます。

それでは、時間が来ましたので、終わりたい

と思います。

執行部の皆さん、御退席されて結構でござい

ます。お疲れさまでした。

執行部の入替えのため、暫時休憩いたします。

午前10時57分休憩

午前11時０分再開

○安田委員長 委員会を再開いたします。

続いて、企業局においでいただきました。

執行部の皆様の紹介につきましては、お手元

に配付の配席表に代えさせていただきます。

それでは、執行部からの概要説明をお願いい

たします。

○松浦企業局長 企業局でございます。どうぞ

よろしくお願いいたします。

本日の委員会資料の御報告の前に、今月７月

３日に綾第二発電所の工事において発生いたし

ました事故につきまして、説明とおわびを申し

上げさせていただきたいと思います。

綾第二発電所は老朽化のため、全面的な施設

設備の更新を行っているところであります。今

年度は、古い施設設備の撤去ということでござ

います。

この中で、発電用タービンを回すために水を

送る高圧鉄管、これが崖側のトンネルの中に設

置してございますけれども、その撤去工事に関

連をして発生をしたものでございます。

内部で作業していた方が、トンネル内の斜面

を転落、そして死亡された。その下におられた

別の作業員の方が骨折、入院をされているとい

うことでございます。
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工事は清水建設の下請の県外企業が行ってお

りまして、２名とも技能実習生でございます。

亡くなった方の御冥福をお祈りいたしますと

ともに、けがをされた方の一日も早い回復を願っ

ているところでございます。

事故につきましては、警察及び労働基準監督

署の現場確認が終わり、関係者からの聞き取り

が行われているところでございます。

企業局からは、清水建設に対しまして、事故

原因の調査、それから再発防止のための対策に

つきまして報告をするよう指示しておりまして、

現在、事業者側で鋭意調査中でございます。

その報告を待って、再発防止策等の内容を確

認し、工事再開ということになりますけれども、

工事発注者として、県議会や県民の皆さまに対

しまして、御心配をおかけしていることに対し、

深くおわびを申し上げます。今後、二度とこの

ような事故が起こらないよう安全確保に努めて

まいりますので、皆様方の御理解をよろしくお

願いいたします。

それでは、本日の報告内容に入ってまいりま

す。

これからは、座って御説明をさせていただき

ます。

委員会資料の２ページを御覧ください。

本日の報告の内容でございます。大きく２つ

ございます。カーボンニュートラルに向けた動

きとして、国内の電源構成の現状と2030年度の

見通しについて、それから、県内の発電実績等

についてということでございます。

２つ目であります。企業局の取組として、発

電事業、市町村等の小水力発電開発への技術支

援、それから「緑のダム造成事業」、この３つを

御報告させていただきます。

詳細については、担当課長から御説明いたし

ますので、よろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○小野工務管理課長 それでは、カーボンニュ

ートラル推進対策特別委員会資料の２ページ、

目次を御覧ください。

まず、１のカーボンニュートラルに向けた動

きを御説明させていただき、その後に２の企業

局の取組について御説明いたします。

それでは、資料の３ページを御覧ください。

まず、１のカーボンニュートラルに向けた動

きのうち、（１）国内の電源構成の現状と2030年

度の見通しについてであります。

国内における再生可能エネルギーの電源比率

は、2022年度時点において総発電電力量の22％

となっており、国は再生可能エネルギーの主力

電源化の実現を目指し、2030年度までに36から38

％程度とする目標を掲げています。

続きまして、資料の４ページを御覧ください。

（２）県内の発電実績等についてであります。

令和４年度の宮崎県内の発電実績は約48億キ

ロワットアワーで、このうち水力発電が約65％

を占めています。その水力発電のうち、企業局

の水力発電の割合は約15％で、全ての電源割合

においては約10％に相当します。

なお、宮崎県内の消費電力は約68億キロワッ

トアワーで、企業局の水力発電が約７％を占め

る一方、約20億キロワットアワーは県外から電

力が供給されています。

県は、第四次宮崎県環境基本計画において、

水力発電の導入目標を令和12年度までに、令和

３年度比でプラス2,000キロワットとしておりま

す。

企業局では、国や県の施策に沿って、これま

で培った技術やノウハウを生かしながら、小水

力発電の導入や老朽化した水力発電所の大規模
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改良等を的確に行いながら、カーボンニュート

ラルに取り組んでいます。

続きまして、資料の５ページを御覧ください。

２の企業局の取組についてであります。

まず、（１）発電事業のうち、アの水力発電に

ついてであります。

企業局では、本県の豊富な水資源を活用し、

これまで５水系で14の水力発電所を建設してお

り、発電規模としては、全国に24ある公営電気

事業者の中で第３位となっております。

左の表を御覧ください。

北は五ヶ瀬川水系の祝子発電所から、南は広

渡川水系の酒谷発電所まで14の発電所の概要を

記載してあります。

一番右の列が発電所ごとの最大出力を表して

おり、その合計は15万9,399キロワットとなって

おります。

右の写真は、都城市にある岩瀬川発電所であ

ります。

続きまして、資料の６ページを御覧ください。

発電所の大規模改良事業についてであります。

運転開始から60年以上が経過した渡川発電所

及び綾第二発電所におきまして、設備の老朽化

に伴い、水車発電機等を全面更新する大規模な

改良事業を実施しており、再生可能エネルギー

の固定価格買取制度、いわゆるＦＩＴを活用し、

収益の確保を図っております。

中ほどの表に渡川発電所、下段の表に綾第二

発電所について記載しております。

まず、渡川発電所についてでありますが、事

業期間は平成27年度から令和５年度で、令和５

年の11月から発電を開始しております。

改良範囲は、水車発電機、屋外変電設備等で、

最大出力は水車発電機の高効率化を図ることで、

１万2,000キロワットから１万2,344キロワット

となり、344キロワット増加しております。

１年間に発電する電力量は、改良前の約4,000

万キロワットアワーから、さらに約1.7％増える

見込みであります。

右の写真は、大規模改良事業後の渡川発電所

の外形であります。

次に、綾第二発電所についてであります。

事業期間は令和元年度から令和９年度、改良

範囲は、水車発電機、屋外変電設備、水圧鉄管

等でございます。

最大出力は、渡川発電所と同様の理由で、２

万8,000キロワットから２万9,000キロワット

と1,000キロワット増加する予定でございます。

１年間に発電する電力量は、現在の約１億キ

ロワットアワーから約3.6％増える見込みであり

ます。

右の写真は、大規模改良事業中の綾第二発電

所の全景であります。

続きまして、資料の７ページを御覧ください。

イの太陽光発電についてであります。

企業局では、これまで４か所の太陽光発電設

備の建設を行っており、最大出力の合計は190キ

ロワットで、年間約22万キロワットアワーの電

力を供給しております。

続きまして、資料の８ページを御覧ください。

（２）市町村等の小水力発電開発への技術支

援についてであります。

企業局では、電気事業で培った小水力発電開

発等のノウハウを生かし、市町村や土地改良区

などが検討している小水力発電の可能性調査を

行っています。

本文括弧内に記載しておりますが、可能性調

査とは、開発に必要な現地調査や経済性の評価

などを行うことでございます。

平成16年度の支援開始以降、71地点の可能性
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調査を実施し、これまで９地点で発電が開始さ

れています。

下の図を御覧ください。

小水力発電の開発に当たっては、候補地点の

検討から発電開始に至るまでに、可能性調査や

各種設計、工事等が必要になります。

このうち企業局では、赤く記してある部分の

可能性調査や技術支援を無償で行っているとこ

ろであります。

右側には、平成27年に企業局の支援を経て、

今年５月に発電を開始した高千穂町の畑中小水

力発電所の写真と概要を記載しております。

続きまして、（３）緑のダム造成事業について

御説明いたします。

資料の９ページを御覧ください。

まず、①事業目的についてであります。

企業局では、発電事業に関係するダムの上流

域にある未植栽地等を水源涵養機能の高い森林

として整備することにより、安定的な電力の供

給と森林環境の保全を図ることを目的として、

緑のダム造成事業を平成18年度より実施してお

ります。

次に、②事業内容についてであります。

企業局において、ダム上流域の未植栽地等を

取得し、水源涵養機能の高いとされている広葉

樹を中心に植林を行うとともに、定期的に下刈

りを実施しております。

また、今年度より、環境森林部が行う再造林

対策のうち、発電所上流域の広葉樹造林への支

援を行うことにより、水源涵養機能の向上を図

ることとしております。

最後に、③事業の実施状況についてでありま

す。

右下の表の合計欄にありますとおり、取得面

積は516.4ヘクタール、植林面積は233.87ヘクタ

ール、植林数は58万2,149本となっております。

企業局といたしましては、引き続き緑のダム

造成事業を着実に実施することにより、水源涵

養機能の高い森林の整備に努めてまいりたいと

考えております。

説明は以上でございます。

○安田委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、御質疑がございましたら発言をお願い

いたします。

○工藤委員 ダムの魚道っていうんですか、魚

道っていうのは、魚が通る道ということで、遡

上できるような設置はどれくらい進んでいるん

でしょうか。

○山元施設保全課長 企業局で持っていますダ

ムは３か所ございます。そこには魚道というも

のは設置されておりません。

ただし、岩瀬ダムの上流に猿瀬発電所、そこ

に取水堰がございまして、そこには魚道を設置

しております。

○工藤委員 アユが遡上できなくなるというお

話を聞いていて、今後、次の改良とか、設置を

していただければ。

あと、ダムの管理は今、人がやっているので

すが、どれだけ機械化されているかを教えてい

ただければと思います。

○山元施設保全課長 放流等につきましては現

地で対応しないといけないということになって

おりますので、そこで職員が対応いたします。

点検等につきましては、業務委託等も行って

おりまして、そちらで対応しております。

○工藤委員 管理人は置かないような状況で、

放流のときだけ人が行くということでよろしい

ですか。

○山元施設保全課長 はい。企業局が持ってお

りますのは、発電専用のダムでございますので、
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通常は無人でございます。放流のときだけ人が

対応するということを行っております。

○岩切委員 御説明いただいてありがとうござ

います。３ページの国全体の視点として、再エ

ネは38％ぐらいまで頑張ろうというような話に

なっております。そうしますと、企業局の今の

水力を中心とする発電能力は、固定的になると

思います。お伺いしたいのは、水力は7.6から11

％程度という目標に対して、例えば今現在の各

ダムのトータルは15万9,000キロワットという数

字ですけれども、宮崎県企業局はこれを伸ばそ

うというような思いは一切ないのか。今回、工

事をした渡川や綾第二発電は、微妙にプラスに

なっているんですけれど、それ以上にプラスに

なっていこうというような目標はお持ちなのか

どうか、教えていただけませんでしょうか。

○小野工務管理課長 説明の中でも述べたんで

すが、企業局としましては、大規模改良を行う

ことにより、効率化を図りまして、今までより

も出力を上げる。併せて発電電力量も増やすと

いうことで、まずは渡川発電所、あとは今工事

を行っております綾第二発電所で出力を増やす。

あとは、今後、小水力発電なども適地を今いろ

いろ調査しておりますので、適地が出てきて、

採算ベースに乗るとかの検討をしていって、小

水力あたりも造っていけたらと考えております。

○岩切委員 国中の問題なんですけれども、企

業局が電力発電の蓄積したノウハウを基に、ど

う貢献していこうかというようなものがおあり

かというような思いで伺いましたが、小水力適

地を発見し、そこで採算があればということが、

今、そのような目標になっているのだという御

説明でございました。

例えば７ページの太陽光などを、企業局とし

て適地を探して頑張ろうとか、水力以外の再エ

ネについての研究の取組をしていこうというの

はないのでしょうか。

○小野工務管理課長 太陽光につきましては、

企業局でも過去いろいろ話もあったのですけれ

ども、民間事業者が多く導入されているという

こともありまして、その段階では企業局として

は、過去からノウハウのある水力発電に軸足を

置いていったほうがいいのではないかというこ

とで今まで来ております。昨今また太陽光発電

も新しい技術等も出てきていると聞いておりま

すので、引き続き情報等を仕入れたり、勉強し

たりして、企業局がどのように対応できるのか

を検討していければと思っております。

○岩切委員 企業局ビルが、昔から県庁に向かっ

てまぶしい西日を当てるというビルになってい

るんですけれども、例えば今そういう窓にシー

ルみたいなものを貼ると発電するものも発明で

きているとか、細かいもので言えばそのような

ものがあるのですが、ダムを持っていて、水力

をやっていますというもので企業局が存命して

いくというのはベースになるのですけれども、

水力と太陽光以外の発電というものに関して、

宮崎県内で風力適地を探す、ほかには地熱なり

バイオマスなりの研究しようとか、せっかく地

方公共企業体として存在するからには、ここま

で研究しようとかいうようなものがおありなの

かなと思うものですから、御質問を重ねている

んですが、そのあたりはいかがですか。

○小野工務管理課長 企業局でも、委員がおっ

しゃられますように、過去に風力であるとかバ

イオマス、地熱など、いろいろ検討はしてきて

おります。

ただ、その当時、企業局が取り組むにはなか

なか難しい課題もあるということで、実現には

至っておりません。
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また、先ほど言いましたように、技術の進歩

もありますので、引き続きそのあたりの情報も

仕入れていきながら、検討していくべきかなと

考えております。

○岩切委員 なかなか期待する答えにはならな

いのですが、それ以上にいろいろ今、海流だと

か波だとか、いろいろ新しいものもあるので、

存在をしていらっしゃる企業体として、新しい

エネルギー源を踏み込んで研究いただけるとあ

りがたいなと思っております。これは期待でし

かありませんけれども、どうぞよろしくお願い

します。

○下沖委員 太陽光発電に関係して、ダムは、

広い水面を持っていると思うのですが、太陽光

フロートを浮かべて、水面で発電しているダム

もあるのですけれども、その辺について何か検

討されたのか。

○宮田技監 池の水面に太陽光パネルを浮かべ

るという事例がございますけれども、企業局に

おきましては、所有するダムの湖面といいます

と、台風などの際に流れがございますので、そ

れを固定するのがなかなか難しいというような

ところもあると考えられます。

具体的にそのような湖面を利用した発電とい

うのは、今のところ検討した事例はございませ

ん。

○荒神委員 先ほどの岩切委員のと関連します

が、過去に風力、水力、太陽光、いろいろと検

討した経緯があると。その中で難しい課題があ

ると先ほど述べられましたけれど、この難しい

課題というのはどういう問題でしょうか。

○小野工務管理課長 例えば風力でいいますと、

過去、平成８年から18年にかけて14地点の風況

観測を実施しておりまして、その中から２地点

において可能性調査を行ったのですが、送電線

への系統連携の問題や、採算性の問題等で、当

時は難しいと判断した経緯がございます。

あとは木質バイオマス等につきましては、原

材料の収集コストや安定供給等に課題があると

いうことで、問題を抽出しておりました。

○荒神委員 私が思うには、先ほどから出てい

るように、本県に見合った、自然を生かした分

野というのがあると思います。自然はどこにも

負けないと思うのですけれども、企業局の水力

発電が、全国に24ある公営電気事業者の中で３

位であると。先ほど岩切委員もおっしゃられま

したように、企業局がいろいろな自然を生かし

ていったほうがいいのではないかと思います。

ちなみに１位、２位はどの県であって、そこに

到達できるのか、その辺を教えてもらえますか。

○小野工務管理課長 １位が神奈川県でありま

して、最大出力の合計が35万4,961キロワット、

２位が群馬県で、23万4,842キロワット、宮崎県

が15万9,000キロワットとなっております。

○荒神委員 ４位はどうでしょうか。

○小野工務管理課長 ４位は岩手県となりまし

て、14万7,481キロワットとなっております。

○荒神委員 ４位のほうに、危ういかなと思う

のですが、これはやはり施設の内容だと思いま

す。この広い宮崎県が資源を生かして、施設を

いろいろと研究されれば、今以上に出力ができ

ると思っているのですけれども、今後、先ほど

述べられました小水力等も研究しながら、各自

治体などと連携を取って研究していただければ、

日本一にも近くなるのではないかと思います。

以上です。

○外山委員 ９ページ、緑のダムの造成事業で

すが、未植栽地の取得というのは、毎年ある程

度の土地を取得しているんですか。

○小川総務課長 平成18年度から毎年買ってき
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たのですけれども、買う適地がだんだん少なく

なってきていまして、最近はあまり買えていな

い状況があります。

それもありまして、環境森林部でやっている

事業がありますので、それに対して企業局がお

金を拠出して、広葉樹林を広めようというよう

な形の取組を今年度から始めました。

○外山委員 今、植栽日本一とかの取組があり

ますよね。これも森林組合とかと競合して一緒

にやるのでしょうが、つまりダム上流の国有林

とか私有林を買うときに、中国企業など、いろ

いろなところが買いあさっているという話があ

るじゃないですか。そういうような情報をつか

まれていますか。

○小川総務課長 私どものほうでは、そのよう

な話はつかめておりません。

○前屋敷委員 私は小水力発電で、前も委員会

で質問したことがあるのですが、現在71地点で

可能性調査をされて、現在は９地点で運転が行

われているということで、この写真では、今年

の５月に発電を開始している高千穂の畑中小水

力発電所ということが示してありますけれど、

やっぱり採算性が取れないとなかなか建設に至

らないという御説明でしたが、資料を見ますと、

建設費もかなりかかる状況ですよね。

この71地点の調査では、全てにわたって立地

は可能ということなんですか。建設費云々では

なくて、水力発電は全て可能であるという状況

ですか。

○小野工務管理課長 物理的には建設は、造ろ

うと思えばできますけれども、いろいろな方面

で検討したら、やはり採算ベースに乗らないと

いうところがほとんどでありました。

○前屋敷委員 電力の地産地消という意味では、

地元の発電所を持って電力を利用していくとい

う方向性は非常にいいと思うんです。

それで、何億もかかる建設費で、もし市町村、

自治体が建設するとなると、国の支援だとか、

一定の県の補助だとか、そういうものは全くな

くて建設に至るわけですか。

○小野工務管理課長 建設に関しては、国、県

の補助金等もございますので、それについては、

その都度市町村に情報提供しているところです。

○前屋敷委員 最終的な判断は、その自治体が

されるということではあるんですけれど、ぜひ、

資源の有効活用ということも含めて、積極的な

取組が進んでいくような支援をお願いしたいな

と思うところです。

○安田委員長 ありがとうございます。ほかに

何かないでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 御意見もないようでありますの

で、これで終わりたいと思います。

執行部の皆さん、御退席されて結構です。あ

りがとうございました。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時34分休憩

午前11時36分再開

○安田委員長 委員会を再開いたします。

それでは、県内調査についてであります。

資料１、資料２を御覧ください。

前回、委員の皆様に、協議において行程案を

お示しし、御理解を頂いたところであります。

県南調査は、７月23日から24日、県北調査は、

８月６日から７日の日程で実施しますので、よ

ろしくお願いいたします。

次に、協議事項２の次回の委員会についてで

あります。

次回の委員会につきましては、６月の特別委

令和６年７月18日（木曜日）
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員会において、委員から要望がありましたとお

り、調査事項２、カーボンニュートラルに関す

る説明と併せて、調査事項１、循環型農林水産

業の推進について、執行部から説明を受けたい

と考えております。

次回の委員会の内容について、御意見、要望

はございませんでしょうか。

暫時休憩いたします。

午前11時37分休憩

午前11時41分再開

○安田委員長 委員会を再開いたします。

委員の皆様の御意見を参考にして、次回の委

員会の内容を検討したいと思います。

最後に、協議事項３、その他で何か皆様から

ありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○安田委員長 次回の委員会は、９月25日水曜

日午前10時からを予定しておりますので、よろ

しくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。

午前11時42分閉会





署 名

カーボンニュートラル推進対策特別委員会委員長 安 田 厚 生




